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コロナ問題を乗り越えるための
スタートアップ支援



提言要旨
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⚫ コロナ問題を契機として急速に社会のデジタルトランスフォー
メーション（DX）が進もうとしている。

⚫ オンライン診療などすでに脚光を浴びている分野もあるように、
DXの鍵となる技術・サービスを生み出すスタートアップの力
をフルに活用していくことが社会全体として求められている。

⚫ また、非接触経済への移行による産業構造の転換が予想される
中では、雇用創出の主体としてもスタートアップは重要。

⚫ 経済対策等において一部手当ても進みつつあるが、社会変革・
雇用創出の担い手であるスタートアップのエコシステムを維
持・発展させていくため、政策的な支援・振興策を早期に実
行・拡充していくことが必要。



➢ 投資促進

• 政府系ファンドによる
マッチング出資

➢ スタートアップに特化した
融資要件の創設、専用の受
付窓口の設置

➢ 負担の大きい固定費（家賃、
人件費）の支援

➢ スタートアップ向けの支援
パッケージの一元的な情報
集約、メッセージの発信

➢ 公共調達の改革

➢ オープンデータの推進

➢ 税制措置

• 小規模PoC（実証実
験）に対する支援

• オープンイノベー
ション税制の拡充

• その他
（Appendix）参照

3段構えのスタートアップ支援
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超短期 短期・中長期

➢ すでにスタートアップ
投資（特にシード期）
は冷え込みの兆候

➢ 先細りしないような投
資の下支えが必要

投資支援 社会実装支援資金繰り支援

➢ 従来型の支援パッケージは
中小企業が主な対象

➢ スタートアップの事業モデ
ルに当てはまらず（特に売
上減少要件）

➢ 官民の徹底的なDX推
進にスタートアップ
の一層の活用が必要

問
題
認
識

対
策

※下表は自民党デジタル社会特別推進委員会での
プレゼン（4/22）を一部修正の上、抜粋

早期執行、運用
の具体化が必要

支援・振興策
拡充が必要
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1-1. 危機がもたらす社会変革とスタートアップの役割

5

◼ 危機は次のチャンスでもある。米国では多くの偉大なスタートアップがドットコ
ムバブル崩壊、リーマンショックといった危機の下でも生まれてきた

(出所）TECHBLITZ
ドットコムバブル崩壊 リーマンショック
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◼ 多くのS&P500、NASDAQ100企業が景気後退期に生まれている

1-1. 危機がもたらす社会変革とスタートアップの役割

(出所）The Economist
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◼ 今回のコロナ危機は特に実態経済への影響大きく、人々の価値観・行動様式の変
容をもたらし、社会のデジタル化が大きく進む可能性が高い

◼ 米国では、すでにスタートアップによるコロナ時代を先導する動き

1-1. 危機がもたらす社会変革とスタートアップの役割

(出所）TECHBLITZ
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◼ 日本でもスタートアップエコシステムが進化。コロナと戦う・コロナ禍の経済に
適応するための様々な取り組み・サービスが生まれてきている

◼ コロナ禍の経済への適応に苦慮する企業も多い中、社会変革を主導するスタート
アップへの期待は大きい

◼ マザーズの時価総額は東証2部を超える

1-1. 危機がもたらす社会変革とスタートアップの役割
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(出所）東京証券取引所HPより新経済連盟作成

(出所）神戸市
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◼ With/Afterコロナにおけるスタートアップ
への期待は大きい
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◼ 社会変革のドライバーであるとともに、新たな雇用創出の主体としてもスタート
アップは重要

1-2. 産業構造の転換と労働力の再配置

◼ 米国では常にスタートアップが雇用を
創出してきた歴史

◼ 日本でも社齢の若い企業が雇用を創出

(出所）Kauffman Foundation (出所）深尾京司、権赫旭「日本経済再生の原動力を求めて」
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◼ 特に今回の危機は社会・産業構造の転換にも繋がり、外食、運輸など当面完全に
は戻らない可能性

◼ インバウンド需要蒸発で約５０万人分
の雇用が喪失する可能性

◼ 日本は雇用危機に直面する業種の比率高い

1-2. 産業構造の転換と労働力の再配置

(出所）労働政策研究・研修機構「新型コロナウイルス感染症の影
響を受けた日本と各国の雇用動向と雇用・労働対策」

(出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「新型コロナウイルス感染
拡大によるインバウンド需要の蒸発が日本経済にもたらすインパクト」
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◼ 新たな社会・産業構造へ移行するための労働力の柔軟な再配置が必要に

1-2. 産業構造の転換と労働力の再配置



◼ スタートアップ中心に、従業員シェアなどの枠組みを活用して需要高まる分野へ
の人材の再配置を促す動きも

1-2. 産業構造の転換と労働力の再配置

(出所）各社ウェブサイト 12
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◼ 多くのスタートアップが半年以内に資金
枯渇する可能性

◼ 社会変革・雇用創出の両面でスタートアップが先導的な役割を果たしており、日
本におけるスタートアップエコシステムの成長を感じさせる

◼ 一方、今回の危機による負の影響も大きく、ここまで成長してきたスタートアッ
プエコシステムのが大きく後退する懸念もある

◼ VC、CVCの投資意欲は大きく冷え込み

1-3. スタートアップ支援の必要性

(2020年４月から起算して)
いつまでに資金調達を検討しているか

昨年と比べてどの程度の投資額になる
と予想しているか

(出所）デロイトトーマツベンチャーサポート

(出所）Creww
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◼ リーマンショック時、米国は素早い回復を見せたのに対して、日本ではスタート
アップ投資が08年の水準を回復するのに7年を要した

1-3. スタートアップ支援の必要性

(出所）PitchBook, INITIALより新経済連盟作成
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◼ 米国ほど成熟したスタートアップエコシステムを持たない日本では、欧州のよう
な政府の強力な支援を通じて、エコシステムの後退を防ぐ必要性が高い

◼ 欧州はスタートアップエコシステムの中
心地であるフランス・ドイツ・イギリス
などで、政府がスタートアップ特化の強
力な支援策を表明

◼ Afterコロナに向けて鍵となるスタート
アップを下支えしようとしている

◼ 米国では、スタートアップ特化の支援施
策は用意されていない
※中小企業向けの支援施策（Paycheck Protection Program)で
は多くのスタートアップが要件満たさない可能性

◼ しかし、世界一のスタートアップエコシ
ステムの下、民間の強いアニマルスピ
リットによる力強い回復が見込まれる

米国 欧州

1-3. スタートアップ支援の必要性

(出所）The Ministry of State for Digital Affairs(出所）Abels and Hoffman P.C.



1.スタートアップ支援の社会的意義

2.スタートアップ支援の早期実行・拡充

Appendix. スタートアップ振興税制

16



２-1. 補正予算等における手当

17

➢ 日本公庫・中小機構を通じた資本性劣後ローン、JIC・DBJによる投融資枠の拡
充などにより、スタートアップ向けの支援パッケージは一定程度充実

➢ 既存の体制ではノウハウ・マンパワー不足する部分もあり、早期実行のため、民
間金融機関・VCとの連携など機動的に行う必要



➢ 投資促進

• 政府系ファンドによる
マッチング出資

➢ スタートアップに特化した
融資要件の創設、専用の受
付窓口の設置

➢ 負担の大きい固定費（家賃、
人件費）の支援

➢ スタートアップ向けの支援
パッケージの一元的な情報
集約、メッセージの発信

➢ 公共調達の改革

➢ オープンデータの推進

➢ 税制措置

• 小規模PoC（実証実
験）に対する支援

• オープンイノベー
ション税制の拡充

• その他
（Appendix）参照

２-2. 3段構えのスタートアップ支援
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超短期 短期・中長期

➢ すでにスタートアップ
投資（特にシード期）
は冷え込みの兆候

➢ 先細りしないような投
資の下支えが必要

投資支援 社会実装支援資金繰り支援

➢ 従来型の支援パッケージは
中小企業が主な対象

➢ スタートアップの事業モデ
ルに当てはまらず（特に売
上減少要件）

➢ 官民の徹底的なDX推
進にスタートアップ
の一層の活用が必要

問
題
認
識

対
策

※下表は自民党デジタル社会特別推進委員会で
のプレゼン（4/22）を一部修正の上、抜粋

早期執行、運用
の具体化が必要

支援・振興策
拡充が必要



２-2. スタートアップの資金繰り支援

➢ 従来の中小企業向け支援パッケージでは、スタートアップは対応しづらく、ス
タートアップに特化した要件を検討すべき

➢ スタートアップ向けの支援パッケージを一元的に情報集約、メッセージを発信

◼ 中小企業向け支援パッケージにスタートアップは当てはまらず

➢ 新型コロナウイルスの影響を受けた事業者の資金繰り対策のため、日本政府は総額
1.6兆円規模の支援パッケージを用意

➢ 事業者にとっては重要なライフラインとなるが、ほとんどの支援メニューは「売り上
げの減少」が基準になっており、「中小企業」を対象としたもの

➢ プロダクトの開発から短期間で急成長することを前提としたスタートアップは条件に
当てはまらないケースが多い（シード期で売上がまだ立ってないような場合もある）

◼ スタートアップ向け支援施策の充実とメッセージの発信

➢ スタートアップ向けの支援パッケージを一元的に情報集約し、メッセージを発信

➢ 従来型の危機対応融資の枠組みを超えた資本性のつなぎ資金供給

➢ 負担の大きい固定費（家賃、人件費）の支援

• 雇用調整助成金の売上減少要件緩和

• 家賃の支払い猶予（公的なインキュベーション施設等）
19

早期執行、運用
の具体化が必要

※提言「コロナ問題を契機とした規制・制
度/経営・業務改革」（4/10)より抜粋



◼ 投資促進

➢ コロナ対応やDX推進に資する技術・サービスの開発を目指すスタートアップへの投資
については政府系ファンドからマッチング出資

◼ 税制措置

➢ 大企業と連携した小規模なPOCを支援

• スタートアップ投資促進のため、オープンイノベーション税制が創設されたが、さ
らに初期スタートアップ支援のため、大企業と連携した小規模なPOCを税制優遇

• 投資は検討に時間がかかるため、小規模POC案件の活性化により、初期スタート
アップは当面の資金繰りをしのぎつつ、実績作り

• その後、投資を受けたらすぐに本格的なプロダクト開発に着手し、実際にPOCを
行った企業に売り込むなど、より大きな売上を生めるサイクルを作る

➢ コロナ対応やDX推進に資する技術・サービスの開発を目指すスタートアップへの投資
については、オープンイノベーション税制を拡充

➢ その他の振興策についてAppendixも参照

➢ 日本はスタートアップ投資でCVCの占める割合が大きいが、本業が打撃を受け
ると早々に規模縮小する可能性があり、先細りしないような投資の下支えが必要

２-2. スタートアップ投資の支援
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支援・振興策
拡充が必要

早期執行、運用
の具体化が必要

※提言「コロナ問題を契機とした規制・制
度/経営・業務改革」（4/10)より抜粋



➢ 東京都のコロナ対策サイトなど、スタートアップの持つ技術・スピード感の必要
性が広く認識されたところ

➢ スタートアップの有する新技術、新サービスを政府機関・自治体等で積極活用し、
社会実装を促進

⚫ 公共調達の改革

➢ 緊急時における随意契約の柔軟な活用促進

➢ 公共調達へのスタートアップの参入を促すような、入札の参加資格要件、仕
様、審査プロセス、契約・支払い手続きなどの見直し

⚫ オープンデータの推進

➢ 中央政府・地方公共団体等によるオープンデータ政策の推進とＡＰＩ開放の
デフォルト化

➢ 個人情報保護法制2000個問題の解消

➢ 国/地方の情報システムの標準化の推進（地方のLGWANシステムの問題解
消）等

２-2. スタートアップによる社会実装支援
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支援・振興策
拡充が必要

※提言「コロナ問題を契機とした規制・制
度/経営・業務改革」（4/10)より抜粋



【参考】中小企業の支援パッケージ

（出所）Startuplist

22



【参考】スタートアップの成長モデルと支援施策の課題

23

① シード期のスタートアップは売上がないので売上減少要件が当てはまりにくいし、
そもそも融資の対象になりにくい。

② 人件費、家賃などの固定費はかかる。VCからの資金調達も滞ると資金が回らない。

売上
利益

時間

スタートアップ

中小企業

①

②

（売上）

（利益）



【参考】諸外国のスタートアップ支援策

◼ 欧州のスタートアップの中心地であるフランス・ドイツ・イギリスのほかスイ
ス、台湾でもすでに「スタートアップ支援」に特化した支援パッケージを用意

◼ 優先株や新株予約権付社債（CB）などによるつなぎ資金を供給するプログラ
ムを設けるとしている

➢ フランス：総額5,000億円規模の包括的な支援計画。（新株予約権付社債を民間と
共同で約200億円引受けなど）

➢ ドイツ：総額2,500億円規模の包括的な支援計画。メガベンチャー向けに10億
ユーロ規模の長期資金供給も検討中

➢ イギリス：総額300億円規模の民間とのマッチングファンド（転換社債）

総額100億円規模の研究開発型SMEへの助成・融資

➢ スイス：総額170億円規模のスタートアップ向け融資の政府保証

➢ 台湾：上限なしで優先株引受（6ケ月－12ケ月の運転資金相当、創業3年以内）

◼ アメリカでもカリフォルニアでは、賃料が支払えなくなった場合の立ち退き命
令の禁止措置を実施

24



【参考】フランスのスタートアップ支援策

１．資金調達ブリッジファイナンス：8,000万ユーロ（約96億円）＋民間投資家より共同投資を募る
➢ 使途は資金調達ラウンド中であった、もしくは近々資金調達ラウンドに入る予定だったがVCからの資金調達が困難になったスタートアップ向けのブ

リッジファイナンス。Bpifranceによって運営管理される「未来への投資プログラム」 (Programme d’Investissements d’Avenir, PIA)を活
用する。支援は資本へのアクセス可能な債券の形であり、民間投資家との共同投資を図ることにより少なくとも合計1億6,000万ユーロ（約190
億円）を目指す。

２．銀行融資への公的保証：20億ユーロ（約2,390億円）
➢ 企業向けコロナ対策として3月中旬に仏政府より発表された3,000億ユーロの企業向け銀行融資への公的保証をスタートアップも同様に受ける

ことができる。融資は民間金融機関またはBpifranceを経由して行われる。借入可能額は2019年の従業員給与の2倍もしくは年間売り上げの
25%の高い方となる。保証は融資額の9割までをカバーし、融資期間によっては補償費用も低く抑えられる。

３．早期の税還付：15億ユーロ（約1,790億円）
➢ 2020年中に受けられる法人税の早期還付、2019年の研究税とイノベーショングラント、VATの還付も含む。
➢ 既にコロナ対応経済対策として、全ての企業が2020年の税申告による法人税、VATの早期還付を求めることができる旨出されているが、中小

零細企業や「若くイノベーティブな企業」（JEI:Jeunes Entreprises Innovantes）と位置付けられるスタートアップは、研究開発税額控除
(Crédit d’Impôt Recherche CIR)の即座の還付を求められる。事業者税務署は、要請に数日で対応できるよう体制を整えている。

４．公的支援助成金の早期支払い：2億5,000万ユーロ（約300億円）
➢ すでに承認済の「未来への投資プログラム」 (PIA)のイノベーション支援助成金の支払いを加速。政府要請により、Bpifrance及びAdeme（仏

環境エネルギー・管理庁Agency for the Environment and Energy Management）は同プログラムのイノベーション支援を加速させるこ
と、例えば承認済でまだ支払い未了のスタートアップに対する支払いなどを早期に行う。

➢ さらに仏政府は2020年もBpifranceを通じてイノベーティブ企業に対するイノベーション支援（補助金、融資等）を継続する予定であり、13億
ユーロを見込む。Bpifranceは民間投資家とともに、直接あるいはファンド経由での投資を引き続き行う。

◼3月25日、仏デジタル経済担当国務長官、公的投資銀行(Bpifrance)、投資事務総長はコロナの影響を
受けるスタートアップ向けに総額40億ユーロ（約4,780億円相当）の包括的な支援計画を発表

◼仏のスタートアップエコシステムはここ数年盛り上がりを見せており、スタートアップはビジネスと
しては収益が顕在化するまでには数年を要するのが常であり、上記発表は新型コロナによる危機状況
において特別に緊急な対策が必要との認識

（参考）在日フランス大使館作成資料等
25



1.スタートアップ支援の社会的意義

2.スタートアップ支援の早期実行・拡充

Appendix. スタートアップ振興税制
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Appendix. スタートアップ振興税制
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「コロナ問題を乗り越えるための税制提言」
（ 5月22日公表）より以下抜粋

https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/10689.html


０．問題意識

◆ 新型コロナウイルス感染症が世界中で広がり、日本でも社会経済に
大きな影響。短期的には潤沢な資金を市場に供給する仕組み
（国・民間）の充実とそれを支える税制が必要

◆ 一方、アフターコロナ／ウィズコロナを念頭に中長期で日本発の新興
企業を誕生させるための打ち手も重要。具体的には、

1. イノベーションの核となるスタートアップやベンチャー企業の成長段階
に応じたメリハリのある税制（創業期・研究開発型は還付、成長期
は赤字繰延、充実期は控除等）の構築が必要

2. グローバルで進むDXの流れと無形資産投資を直視し、既存の設備
投資・研究開発税制等を見直し、SaaSやAI、人材・教育投資等
のDX推進を税制で後押しすべき

28



１．雇用維持・資金繰りと経営DXの両立を目指す税制創設

【趣旨】
◆ 新たに雇用維持型M&A税制を創設し、コロナ禍でも強い企業による
M＆Aを通じて、雇用維持と経営DXを進める

◆ あわせて、手元資金の制約を超えて大規模M&Aを可能にする株式対
価M＆Aを促進する税制を構築

◆ また、賃上げ税制・所得拡大促進税制も要件見直しが必要

【具体策】
◆コロナ禍という厳しい環境下でも社会全体で雇用維持を図るために、通
常のM&Aで発生する課税（法人税、消費税等）につき、雇用維持型
M&Aの場合には売り手・買い手双方の企業に対して課税減免

◆コロナ禍の手元資金の制約を乗り越えるために、株式対価M＆Aについ
て譲渡益に対する課税繰延べ措置を恒久的措置として導入（スピード
感を重視する意味でも認定等の手続きを不要とする）

◆賃上げ税制・所得拡大促進税制の要件のうち賃上げ関係の要件を一
旦凍結。雇用維持を要件とした上での税額控除制度とする 29



２．給付付研究開発税制

【具体策】

◆創業後一定年数以内のスタートアップについて、赤字決算の場合、試験
研究費の控除割合（６〜１４％）分の給付を可能とする

赤字ベンチャー（新たに追加） 黒字ベンチャー（現行制度）

試験研究費の一定割合（６〜１４％）

を給付
試験研究費の一定割合（６〜１４％）
を控除（法人税額の最大６０％上限）

【趣旨】
◆研究開発型スタートアップは初期段階から多額の投資が先行し、創業
後に長期間赤字となることが多いため税制優遇を享受できない

◆加えて、コロナ問題の影響により、特に創業期のスタートアップを中心に
資金調達が滞っている現状がある

◆創業直後や研究開発型スタートアップに対する特別の手当が必要

【海外参考】 デンマークのR&D Credit
赤字企業でも、一定のR&D費用に関係するマイナスの課税所得にかかる税率分（22%分）については、
申請の上給付が受けられる（上限550万クローネ） 30



３．オープンイノベーション税制の拡充

【趣旨】
◆大企業とベンチャーの協働プロジェクトもオープンイノベーションの一つとし
て有力（ベンチャーが保有技術を提供、または事業会社が人材やノウハ
ウ等のリソースを提供するなど、両者の成長を促進する機会に）

◆本年度から出資型のオープンイノベーション税制（株式取得金額の
25%を所得控除）が創設されたが、コロナ問題による資金調達の難航
が予想される中、ベンチャーの資金調達を円滑化すべくこれを拡充

【具体策】
◆プロジェクト型オープンイノベーション税制創設
小規模なPOCでも継続できるよう支援するべく、大企業とベンチャーが
協働して新規プロジェクトを行った場合の設備投資金額や費用（人件
費、外注費、広告費等）について、法人税から税額控除

◆出資型オープンイノベーション税制拡充
CVCからの出資のみならず、VCからの出資も対象にする。ただし、大企
業とベンチャーが協働した事業計画等を要件とする 31



４．スタートアップ向け欠損金繰越控除の拡充

【趣旨】
◆革新的なスタートアップは、急速な成長を目指して創業以来一定期間の
赤字決算となることを厭わず、多額の先行投資を実施しユーザーを獲得

◆そのようなイノベーションエコシステムの中で、欠損金繰越控除の制度は、
１０年間かつ所得金額の５０％の年間上限があるため、革新的なス
タートアップはこの制度のメリットを享受できない

【具体策】
◆一定のスタートアップについては、欠損金繰越控除制度について、期間上
限を緩和（１０年→１５年）または所得金額５０％上限を緩和する
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５．スタートアップ向け法人事業税等の減免

【趣旨】
◆法人事業税について、スタートアップの特性に配慮した組み替えを検討する必要
◆特に超過税率が高い自治体についてはスタートアップ向け特例を設けるべき
◆また、スタートアップが資金調達により資本金１億円等の要件を満たした場合、
赤字であっても外形標準課税により課税対象となる。赤字のスタートアップに
とって負担が大きいため特例を設けるべき

【具体策】
◆一定の要件を満たすスタートアップについて、東京都の超過税率を軽減
◆外形標準課税について、一定の要件を満たすスタートアップについては、資本金
１億円等の要件を超えた場合であっても非適用とする

◆スタートアップに対する法人事業税・法人住民税について繰戻還付制度を導入

所得400万円以下 400~800万円 800万円〜

東京都、大阪府 3.75 5.665 7.48

神奈川県 3.71 5.618 7.42

福岡県 3.5 5.3 7.0

法人事業税率（％、所得割）

（備考）
＊軽減税率適用法人
＊東京都、大阪府、神
奈川県は超過税率
＊福岡県は超過税率無
し（標準税率） 33



６．スタートアップ向けインセンティブ報酬の拡充

【趣旨】
◆経営層のみならず企業内全体で企業価値向上のインセンティブを持つため
の手段として、ストックオプション、譲渡制限付式報酬、業績連動型役員
報酬等が有効

◆しかし、税制の制約により、企業の成長を反映した適切なインセンティブ設
計を行うことが困難な場合がある

◆また、コロナ環境下で、多くのベンチャー企業役員の報酬が引き下げられて
いる現状がある。業績とともに報酬も回復する仕組みの導入を進めるべき

【具体策】
◆ストックオプションの税制適格に関する考え方をゼロベースで見直すべき
◆税制非適格SO、株式報酬型SO、譲渡制限付株式等を含め、行使時の
課税を（給与所得課税でなく）譲渡所得課税とする

◆また、税制適格要件にかかわらず、課税時点を行使時でなく売却時まで繰
り延べるようにする

◆税制適格要件のうち、年間1200万円の上限については撤廃
◆業績連動型役員報酬について、ベンチャー企業においても損金算入を可能
とするよう、要件を緩和 34




